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4. 倒産企業には粉飾や不正が問われるが、そうで
ないと問われる場合は少ない。これは、粉飾や
不正がなし、から救済されたとも考えられるが、
反対に救済されたから隠蔽されたとも考えられ
る。
本データベースは、多くの研究論文の当否を検証す
るためのツールとなるばかりでなく、将来のリスク管
理や会計基準の立案などの参考資料として有用であ
ると期待できる。
本論文は、第 1章から第8章、データベースなどの
資料で構成されている。
第 1章序論では、データベース構築のためのソース
資料、データベースのフィールド、カテゴリー・デー
タの特徴を述べている。
第 2章は、先行研究を紹介し、本研究の特徴を述べ
ている。
第 3章は、上場廃止、倒産、救済などのキーワード
についての吟味を行っている。
第4章は、倒産とそうでない場合との判別予測式の
構築し、その適合度を吟味している。
第 5章では、日本全体の倒産データと上場廃止に係
る倒産とを比較検討した。
第 6章は、ゴーイング四コンサーン注記について考
察を行っている。
第 7章は、学生対して実施したアンケート調査の結
果が、上記 1から 6までのデータマイニングの結果を
傍証していることを紹介する。
第 8章は、倒産企業において使用した会計基準が米
国か日本かについて述べている。
資料としては、データベース本体、これから得られた
多数のクロス集計表、異なったソート )1慎や抽出基準の
表などを示している。
論文審査結果の要旨
本来、証券市場は企業が資本調達可能の場を提供す
る仕組みとして知られている。しかし、証券市場での
企業上場は倒産を可及的に回避できる優れた制度で
あるという一面はあまり知られていない。そこで、証
券市場が如何に倒産を回避できているかを、上場廃止
という側面に着目し、その実態を知るために戦後のす
べての上場廃止事例にもとづくデータベースを構築
した。その中で比較的、データの整備された1967年以
降2008年11月までの41年間の上場廃止データベース
を全数の1，198事例で構築し、それに対してデータ・
マイニングを適用した。
まず序章では、リサーチデザインの概略の他、デー
タ・マイニングの結果得られた仮説を列挙している。
多くの仮説は経験的に知られた傾向ではあるが、数量
的に仮説が検証された先行研究はない。
第1編ではデータベースの説明を行い、そこでは、上
場廃止の総数(第l節)、ファイノレ・レイアウトの設計
(第2節)、データベースのソース(第3節)、各フィーノレ
ドの特性や論述している。各フィーノレド聞の相関係数
を求め(第4節)、相関関係が認められる項目に対して
第5節以降で個別に検討している。すなわち、データ
解析を行ったのは、上場廃止の相関関係(第6節)、会
計ビッグ、パンが上場廃止に与えた影響(第7節)、株式
上場制度による倒産リスク減少への寄与(第8節)、自
然災害と企業倒産の相関関係(第9節)、米国会計基準
企業にかかる上場廃止の状況(第10節)、経済成長率と
上場廃止倒産比率との棺関関係(第11節)、連結基準の
当否(第12節)、粉飾決算の発覚の確立(第13節)、ゴー
イング・コンサーン注記と倒産との相関関係(第14節)、
監査法人との結果(第15節)、小括では、仮説が立証で
きたことを確認している(第16節)。
第2編では、第l編で検証した命題に関してさらに
掘り下げて検討し、その会計学的な意識を確認し、よ
り具体的な提言を行っている。将来のステークホルダ
ーの中に含まれる求職活動中の学生のアンケート調
査により、企業の持続可能性と証券取引所上場との相
関関係を明らかにしている(第2章)。
そして、倒産、上場廃止と持続性の失敗を検討して
いる。そこでは倒産概念、上場廃止概念を比較検討し、
持続性の失敗を論述している。上場廃止とならず、新
しい株主と経営者のもとで上場が維持され、全く違っ
た事業展開が行われる場合は法的には倒産でも破綻
でもないが、企業の持続の失敗と把握されるとする。
この場合、監査法人の監査では通常は問題が発見でき
ないと考えられ、証券取引所は上場審査を徹底すれば、
持続の失敗に該当する事例は排除可能と指摘してい
る(第3章)。
会計基準の持続的経営に与える盈虚について着目
し、会計基準として日本基準から米国基準に変更した
場合、持続的経営にどのような影響を与えるかを問題
にして、実証的データに基づきながら、日本企業に対
して、とくに大きな影響を与えるものではないという
結果を引き出している(第4章)。そして、企業倒産
が起きた場合にステークホルダーにたいしてし、かな
る変化を与えるかを検討課題とし、取締役、従業員、
株主等の経営行動に対する変化を見守り、借入や債務
の変動について丹念に分析している(第 5章)。企業内
公認会計土の監査義務について金融商品取引法との
関連を論述し、会計士が監査義務を忠実に果たしてい
る企業ほど持続可能性が高いという知見を抽出して
いる(第 6章)。さらに、ファイナイト保険を巡る会計
上の問題をとり上げリスク管理を持続性との関連で
究明している(第 7章)。
オーストラリアにおける企業の電子情報の開示を
検討し、企業の持続可能性に貢献していることを論究
している(第 8章)。
以上、本研究は、企業の持続可能性と上場廃止の関連
性について多面的視点から分析固検討し、しかも歴史
的かっ実証的に論究にしたものとして優れた成果を
上げていると判断される。その着眼点、問題点の把握、
分析方法について見るべきもの多く、博士(経営情報
科学)の称号を授与するのに適格と判定される。
(受理平成21年3月19日)
